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第１章 野生動物の生態と被害対策の現状 
 

§１ 野生動物の生態 

 

1.1 ツキノワグマの生態 

1.1.1 分布 
 本種は東アジアに広く分布する動

物で、日本に生息するのはそのうち

の１亜種とされる。日本では、本州及

び四国に生息し、九州では絶滅した

可能性が高い。また、紀伊半島、中

国山地、四国における地域個体群

は絶滅のおそれがある。森林、とくに

落葉広葉樹林に依存して生息し、夏

季から秋季には高山帯までを利用

することがある。 

 

1.1.2 形態 
頭胴長１ｍ、体重 100ｋｇを越える

個体もいるが、性成熟には４～５年

かかる。一般に、オスはメスよりも大

型である。 

 

1.1.3 生態と行動 
基本的に単独で行動するが、母親は子グマを１～１年半伴う。食性は雑食であるが、

冬季には木の洞や岩穴などで冬眠をする。メスは冬眠中に出産子育てを行う。 

移動距離や行動圏の広さは、性、年齢、繁殖状態によって差があるとされる。また、

地域的な特性や季節移動する個体も観察されている。 

行動圏については、研究者が少なく論文として公表されている事例が少ないが、地

域にばらつきがあることが明らかになっている。 

一例として、小山ら（2004）が 1999年から 2003年にかけて、長野県軽井沢町周
辺の越後・三国山系のツキノワグマ個体群を対象に行なった調査結果では、期間中

に年間を通して行動を追跡できた成獣オスの行動圏の平均は 52.9±38（SD）km2（Range

＝14.7-124.3km2,ｎ＝7）、成獣メスでは 24.1±23（SD）km2（Range＝1.4-61.7km2,
ｎ＝7）と、雌雄共にその値にばらつきが認められた。ちなみに年間行動圏が 1.4km2

のメス個体は、山奥の旅館のゴミ捨て穴の生ゴミに極度に依存していた結果であり、

 
出典：哺乳類分布調査報告書（平成 16年 3月環境省生物多様性センター） 



 2

山間部でのゴミや食糧の管理次第では、クマ本来の生態を大きく狂わす原因になる

ことが示唆されている。 

大迫（1996）は、一夜あたりの平均移動距離を観測し、子連れ成獣メスで 2,274±

1,369m(SD)、また単独成獣メス 967±671 m(SD)という結果を得ている。また、行動圏の

広さは最大で 1,964ha に達することも明らかにした。 

秋田県生活環境部自然保護課（1986）では、秋田県における成獣メスの行動圏の広

さは 1,230.1ha と報告されている。 

鈴木（2001）は、片山らが 1994 年から 1998 年にかけて、東中国ツキノワグマ個体群

を対象に行なった調査結果をもとにMCP法で描かれた平均年間行動圏（個体平均）を

解析したところ、雄が 29.8±22.9km2(N=8)、雌が 7.4±4.1km2(N=8)であり、大きな性差

を認めている(Mann-Whitney U=6.0,p<0.01)。また、一日の移動距離では、雄は平均

970m、最大 4,400m で、雌は平均 690m、最大 2,300m であると報告している。 

 

文献 
大迫義人（1996）福井県におけるツキノワグマの行動圏と環境利用 Ciconia 5：69-77. 
秋田県生活環境部自然保護課（1986） ツキノワグマ生態調査報告書. 57pp. 
鈴木健次郎（2001）東中国ツキノワグマ個体群の行動圏と環境利用に関する GIS 解析、東大農学
生命科学研究科修士論文 
 
 

1.2 ニホンザルの生態 

 
1.2.1 分布 
 ニホンザルは日本の固有種で本州、

四国、九州とその周辺の島に生息

する。北限は青森県下北半島、南限

は鹿児島県屋久島である。森林の

樹木に依存して生活し、海岸沿いの

照葉樹林から山地帯の落葉樹林ま

でが生息域の中心であるが、中部地

方の山岳地帯では夏季に 3000ｍ付

近の高山帯ハイマツ林までを行動域

にする群れもある。 

環境省生物多様性センターの調査

によると、昭和53年（1978）には、ニホ

ンザルの生息が確認されなかった多

くの地域において、平成 15 年（2003）

に実施された調査では新たに生息が

確認されており、全国的に分布が拡 出典：哺乳類分布調査報告書（平成 16年 3月環境省生物多様性センター） 
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大してきている。 

 

1.2.2 形態 
 温暖な照葉樹林帯のサルは一般的に小型であるのに対して、寒冷地の落葉樹林帯

のサルは大型である。オスはメスより大きい。 

オスは、頭胴長 53～60 ㎝、体重 10～18 ㎏。メスは頭胴長 47～55 ㎝、体重 8～16

㎏。 

 

1.2.3 生態と行動 
 ニホンザルは10数頭～100頭

程度の群れを単位として生活し

ている。オスは成体になるまでに

生まれた群れを離脱して単独生

活（ハナレザル）の後、別の群れ

に加入して群れのメンバーとし

て生活する。その後群れの離脱

と新たな群れへの加入を繰り返

す生活を続ける。この過程で、

100ｋｍを超える長距離移動をす

るオスもいる。一方、メスは一生

を生まれた群れで生活する。 

 群れの行動域面積は群れの

個体数や生息環境で大きく異な

り、一般的に個体数の大きな群

れほど、また照葉樹林より落葉

樹林に生息する群れほど大きな面積を必要とするが、サル群れの行動には群れ毎の変

異が大きい。一例として、富山県宇奈月温泉周辺の群れの、６０個体程度の２群の行動

域を比較すると、夏季に山岳地帯に移動する群れ（尾沼谷群）では年間の行動域は、長

径11㎞、面積11.7㎢であるのに対して、年中黒部川の本流周辺に滞在する群れ（モモ

コ群）では長径 3 ㎞、面積 3.3 ㎢であった。群れは、ほぼ固定した行動域内を毎日移動

しながら生活するが、１日の移動距離は季節変動が大きく、積雪地帯の群れでは冬季

は 500ｍ以内であることが多いが、夏季は数㎞に達することもある。 
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1.3 イノシシの生態 

 

1.3.1 分布 
 本種はユーラシア大陸に広く

分布し、日本では本州以南から

南西諸島に生息する。南西諸島

に生息するものはリュウキュウイ

ノシシと呼ばれ、亜種とされる。

東北等の多雪地域には生息し

ていないが、近年ではこうした地

域にも分布が拡大している。 

環境省生物多様性センター

の調査によると、昭和 53 年

（1978）にはイノシシの生息が確

認されなかった関東、東北、北

陸等の地域において、平成 15

年（2003）に実施された調査で

新たに生存が確認されており、

東日本への分布の拡大が見ら

れる。 

 

1.3.2 形態 
 成獣は頭胴長１ｍ、体重 50～60ｋｇだが、一般にオスはメスより大型で、100ｋｇを越す

個体もいる。満１歳で繁殖し、出産仔数は２～８頭であるが、平均寿命は 2～3 年であ

る。 

 

1.3.3 生態と行動 
 基本的に単独性で、母親は当歳の仔さらには前年の仔を伴って行動する。群れを作

る動物と誤解されるが、これは多産であることから母親が仔を伴っていると群れのように

見えるためである。 

 食性は雑食であるが、主な餌は植物質で占められる。 

 野生下における行動に関する研究はまだ少ないため、不明な点が多い。行動圏の面

積に関しては、滋賀県北部における調査から、竹村ら（2004）が最外郭法で約 8ha から

231ha と報告している。また、房総のシカ調査会（2002）は、行動調査を3頭について行

い、それぞれの個体の行動圏面積はオス成獣が 371.2ha、オス幼獣が 80.3ha 及び

894.9ha だった。さらに前年度の調査結果を含めると平均値は 443.9ha であるとしてい

出典：哺乳類分布調査報告書（平成 16年 3月環境省生物多様性センター） 
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る。 

 

文献 
竹村 菜穂ほか（2004） 滋賀県北部におけるイノシシの行動圏と植生 （第 51 回日本生態学会大
会要旨） 
房総のシカ調査会（2002）千葉県イノシシ・キョン管理対策調査報告書 2、 千葉県環境生活部
自然保護課・房総のシカ調査会 

 

1.4 ニホンジカの生態 

1.4.1 分布 
 ニホンジカは、中国などの東アジアに

分布し、日本では北海道、本州、四国、

九州、及び対馬や屋久島などに生息す

る。多雪地域では分布が制限されるが、

季節移動により高山帯に生息することも

ある。 

環境省生物多様性センターの調査に

よると、昭和 53 年（1978）にはシカの生

息が確認されなかった東北、北陸等の

地域において、平成15年（2003）に実施

された調査で新たに生息が確認されて

おり、全国的に分布が拡大する傾向に

ある。 

 

 

1.4.2 形態 
 オスでは、１歳以上の個体で角を有するが毎年春に落角する。本州におけるシカの

頭胴長は 120～160ｃｍ、体重はメスで 40～50ｋｇ、オスでは 80ｋｇになる。 

 

1.4.3 生態と行動 
 食性は草食性で、１日で５ｋｇ程度の餌を摂取する。繁殖は１～２歳で開始し、春に出

産するが、産仔数は1頭である。秋の交尾期には、オス同士が闘争をして、数頭から10

数頭のメスによるハーレムを形成する。 

 かつては大規模な季節移動をしていたと考えられているが、生息域が分断され、定着

性が強い個体もいる。房総のシカ調査会（2004）によると、行動圏の年平均面積は、メス

で64.4ha、オスで95.8haで、ほとんどの個体は年間を通して一定地域に定住している。 

文献 

房総のシカ調査会（2004）千葉県房総半島における ニホンジカの保護管理に関する調査報告

書、千葉県 

出典：哺乳類分布調査報告書（平成 16年 3月環境省生物多様性センター）
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§２ 野生動物からの被害状況 
 
2.1 野生鳥獣被害の現状 

 

2.1.1 農作物被害の概況 
 

① 農作物被害の推移 

野生鳥獣による農作物被害の推移

を見ると、被害面積では鳥類による被

害面積の減少により平成１２年度から減

少傾向にあるものの、被害金額では横

ばい傾向で推移している。 

平成１５年度の被害の状況について

は、面積で約１３万ha、金額で約２００億

円（農業総産出額８．９兆円の０．２％相

当）となっており、特に、中山間地域を

中心に深刻な問題となっている。 

長野県における農作物被害は、近年

９億円前後を推移しており、農家の生

産意欲を減退させるなど深刻な状況と

なっている。平成１６年度の農作物被害

は、被害総額で約８億６千万円となって

おり、獣害が６３％、鳥害が３７％である。 

 

② 鳥獣別、種類別被害の内訳 

鳥獣別に平成１５年度の被害金額につ

いてみると、鳥類で８０億円（全体の４

割）、獣類で１２０億円（全体の６割）となっ

ている。 

種類別にみると、鳥類では、カラスが４

７％、次いでスズメ１２％、ヒヨドリ１１％とな

っており、獣類では、イノシシ、シカ、サル

の３獣による被害金額が各々４２％、３

３％、１３％となっており、３獣の計で獣類

の約９割に達し、鳥獣全体では、５割強を占めている。特に、サルによる被害金額は増

加傾向にある。 

長野県では、獣害の内、最も被害が多いのはイノシシ被害で、平成 16 年度の被害
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額が約１億４千３百万円、全県で拡大傾向にある。（１０年前の約６倍） 

次いで被害が大きいのはニホンザルの約１億４千２百万円で、果樹や野菜、水稲の

ほかシイタケなどへの食害も発生している。三番目に被害の大きいのはニホンジカに

よる被害で、被害額は約１億３千７百万円、特に佐久地域において野菜の食害が多く

発生している。四番目に被害が大きいのはカラスで約１億１千５百万円、次いでスズメ

が約６千３百万円、ムクドリが約５千３百万円となっている。 

富山県では、獣害の内、最も被害が多いのはニホンザルで、次いでカモシカによる

被害が増加傾向にある。また、鳥害では、カラス、ムクドリの被害が多い。 

【長野県における農林業被害額の現状】                     （単位：千円） 

H 10 H 11 H 12 H 13 H 14 H 15 H 16
前 年 比
（ ％ ）

備　考

936,128 830,053 878,823 817,535 692,809 707,386 624,820 88.3

725,770 1,003,177 902,375 921,317 965,065 919,836 859,940 93.5

1,661,898 1,833,230 1,781,198 1,738,852 1,657,874 1,627,222 1,484,760 91.2

林　　業

農　　業

区　分

計
 

【富山県における農業被害額の現状】                       （単位：千円） 

 H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 前年比（％） 備 考

農  業  87,038 116,029 100,006 147,642 114,561 131,320 114.6 

 

2.2 主要鳥獣別の被害状況 

 

2.2.1 ツキノワグマ 
平成 16 年秋は、ツキノワグマの人里への異常出没があり、人身被害が全国で 111
名、富山県では 24名、長野県では 8名となり、それぞれ 1名の死者があった。 

 

2.2.2 サル 
① 農作物被害の現状 

平成 15 年度の農作物の被害総額は、

約15億円に上り、一部の道県を除き全国

的に被害が認められる。 

農作物別に見ると、被害金額が多い順

に、果樹 6.5 億円（42％）、野菜 5.3 億円

（34％）、水稲1.3億円（９％）の順で、これ

らの合計で被害金額の約 85％を占めて

いる。 

長野県におけるニホンザルの農林業被害額は、平成16年度は約２億円で、横ばい傾

向にある。農業被害は果樹、野菜、穀類、水稲など多様であり、林業被害はシイタケの

  ～  0
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 50 ～ 100
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 200 ～  

図－４ サルによる都道府県別農作物被害状況（平成 15 年度）
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食害に加え、最近では中信地域でアカ

マツの剥皮害も報告されている。 

富山県におけるニホンザルの農業被

害額は、近年増加傾向にあり、平成１６

年度の被害額が約４千７百万円で、野

菜、いも類、水稲など多様である。 

 

② 農作物被害の傾向 

平成 11年度から 15年度にかけて農

作物の被害金額の増減を都道府県別

にみると、県別によりばらつきがあるが、

これまで被害金額が比較的少なかった

県を中心に被害の増加割合が高くなっ

ている。 

 

 

2.2.3 イノシシ 
① 農作物被害の現状 

平成 15 年度の農作物の被害総額

は、全国で約 50 億円に上り、北海道、

東北、北陸の一部を除く多くの都府県

で被害が認められ、特に西日本におい

て被害額が大きい状況にある。 

なお、被害金額が１億円を超える地

域は、21 府県におよび、また、２億円以

上の地域は西日本を中心に９県に上っ

ている。 

農作物別に見ると、被害金額が多い

順に、水稲21.7億円（44％）、果樹10.5

億円（21％）、野菜 7.4 億円（15％）の順

となっており、これらの合計で被害金額

の約８割を占めている。 

長野県において最も被害が多いのは

イノシシ被害で、平成 16 年度の被害額が約１億４千３百万円、全県で拡大傾向にある。

（１０年前の約６倍） 
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図－７ イノシシによる都道府県別農作物被害状況（平成 15 年度）
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水　稲

果　樹

野　菜
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図－８ イノシシによる農作物別被害金額（平成 15 年度）

図－６ 平成 11 年度から 15 年度にかけてのサルによる 
被害金額の増減割合 
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図－５サルによる農作物別被害金額（平成 15 年度） 
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富山県においては、近年、農業被害が発生するようになり、全県で増加・拡大傾向に

ある。 

 

② 農作物被害の傾向 

平成 11 年度から 15 年度にかけ

ての農作物被害金額の増減を都道

府県別でみると、県によりばらつき

があるが、関東の一部及び中部日

本を中心に、被害の増加割合が高

くなっている。 

 

2.2.4 シカ 
① 農作物被害の現状 

平成 15 年度の農作物の被害総

額は、全国で約 40 億円に上り、東

北及び北陸の一部を除く多くの都

道府県で被害が認められ、特に北

海道におけるエゾシカによる被害

が大きくなっている（27.3億円、シカ

による被害金額の約７割）。 

 

 

 

農作物別に見ると、被害金額が

多い順に、飼料作物 14.7 億円

（37％）、水稲 6.3 億円（16％）、野

菜 5.4 億円（14％）の順となってお

り、これらの合計で被害金額の約７

割を占めている。 

長野県におけるニホンジカの農

業被害は、近年増加傾向にあり、

平成１６年度の被害額が約１億３千

７百万円で、野菜の食害、水稲の踏み荒らし等が多く見られる。 

 

 

 

図－９ 平成 11 年度から 15 年度にかけてのイノシシによる被害金額 
    の増減割合 
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図－10 シカによる都道府県別農作物被害状況（平成 15 年度）
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総被害金額３９．５億円

飼料作物
 1,474百万円
 37%

水　稲
 626百万円
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野　菜
 542百万円
14%

マメ類
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 7%

ムギ類
 215百万円
 5%

果　樹
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飼料作物

水　稲
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工芸作物

雑　穀

その他

図－11 シカによる農作物別農作物被害金額（平成 15 年度） 
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② 農作物被害の傾向 

平成 11 年度から 15 年度にかけて農

作物の被害金額の増減を都道府県別

にみると、県によりばらつきがあるが、東

北の一部の県及び西日本を中心に被

害の増加が見られる。 

 

 

③ 森林・林業被害の現状及び傾向 

平成 15 年度の被害面積は、約４千５

百 ha で、獣類被害全体の約６割を占

め、ここ数年は４～５千 ha で推移してい

る。 

近年の森林被害状況を都道府県別

に見ると、農作物被害と同様、北海道

をはじめ、多くの都道府県で被害の発

生が認められる。 

 

 

平成 11年度から 15年度にかけての

森林被害面積の増減を都道府県別に

みると、県によりばらつきがあるが、福

井、滋賀、三重の各県で被害の増加割

合が高くなっている。 

長野県の林業被害は、ほぼ横ばい

傾向で、平成１６年度被害額が約３億

円、スギ、ヒノキなどの造林木の剥皮被

害が中心となっている。 
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図－13 シカによる都道府県別森林被害面積（平成 15 年度） 
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図－14 平成 11 年度から 15 年度にかけてのシカによる 
森林被害面積の増減割合 

図－12 平成 11 年度から 15 年度にかけてのシカによる被害金額の増減割合 
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§２における資料出典：農林水産省 
（鳥獣による農林水産業被害対策に関する検討会報告書（平成 17年 8月）） 
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§３ 自治体等の被害対策の現状 
3.1 自治体における取り組み 

 
3.1.1富山県における取り組み 
 
【富山県ニホンザル保護管理計画】 

１ 趣旨等 

富山県では、昭和63年度から生息調査や被害防除のモデル事業を実施してきた

が、有害鳥獣としての捕獲数は増加するものの、県東部のニホンザルの生息（被害）

地域は拡大し、農林業被害も増加してきた。 

このため、「富山県ニホンザル保護管理計画」を平成16年4月に策定し、科学的、

計画的知見に基づく総合的対策を講じて、人とニホンザルとの共存を図ることとして

いる。 

＜県内（県東部）の生息動向＞ 

78 群 2,100 頭、うち加害群は 23 群約 700 頭（平成 2年度） 

→ 加害群は 28 群約 800 頭（平成 15 年度）に増加 

２ 保護管理計画の考え方 

「被害防除」「生息環境管理」［群れの管理］の３つの観点から具体的な施策を展

開し、地域や行政、関係機関等において、それぞれの役割分担を定め、連携を図り

ながら進めている。 

① 被害防除について 

被害防除には、電気柵や簡易防護柵の設置、追い払いの実施など、各種対策

を組み合わせて総合的な対策を講じる。 

② 生息環境管理について 

当面、取残しの農作物や未収穫の柿の実等の放置といった群れをおびき寄せ

る（餌付けしている）原因を除去するなど、ニホンザルにとって魅力のない環境づく

りを進めていくことを重点的な取り組みとする。 

③ 群れの管理について 

捕獲に偏重するのではなく、群れごとの特性に合わせて管理を行う。 

このために、群れの動向や被害変動に関するモニタリング調査体制を整え、調

査結果を被害対策に反映させる。 

 

【富山県ツキノワグマ保護管理暫定指針（ガイドライン）】 

１ 趣旨等 

平成 16年秋は、ツキノワグマ（以下「クマ」という。）の人里への異常出没があり、人

身被害が全国で111名、県では24名と全国最多となるとともに、クマの捕獲数も 121
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頭（うち放獣 14 頭）になった。 

しかし、クマは適切な保護管理が必要であることから、科学的知見に基づくクマの

「保護管理」を行い、有識者や地域の幅広い関係者の合意のもと、人身被害の防止

を図ることによって、県民の安全・安心な暮らしを確保し、地域個体群の安定的な存

続を図ることにより、人とクマとの共生を図ることとする。 

当面は、被害防除対策を重点とする「富山県ツキノワグマ保護管理暫定指針（ガイ

ドライン）」により、県民の安全・安心の確保を図る。 

２ 保護管理指針の考え方 

「被害防除」「生息環境管理」「個体群管理」を総合的に展開し、人身被害の防止

とクマの地域個体群の維持を図ることとしている。 

① 被害防除 

人が生活する地域にあっては、人の安全が何よりも優先されなければならないこ

とから、出没が予想される場合、また、出没した場合の被害防除体制を確立する。 

② 生息環境管理 

人里や行楽地においては、クマを餌付かせるような不要農作物や生ゴミなど、

誘引物の除去・管理に努めるとともに、集落周辺の里山では、クマとの棲み分けな

ど地域のニーズや森林に応じた多様な整備を進めるほか、クマが生息する地域で

ある奥山にかけては、クマなどの生息環境の保全を含む公益的機能の維持・向上

に配慮した針広混交林などの育成を進める。 

③ 個体群管理 

県内の個体数は、平成元年度の調査で455頭と推定されているが、個体数を把握

し、適正数の算定について検討する必要があることから、当面は、個体数の調整とし

ての捕獲は行わない。 

３ モニタリング等の調査研究 

地域個体群を安定的に維持し、かつ被害を防除するためには、生息環境、個体

数、行動域や被害発生場所及び状況の調査が重要であり、継続的に実施することと

している。 

 

[参考] 

○施策の基本的考え方（サル、クマ） 

 

 

 

 

 

 生息環境管理 個体群管理 

総合的対策 
現 状 

人と野生鳥獣との

生活空間を分離し

て棲み分けを図る。

被害防除 
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3.1.2 長野県における被害対策の取り組み 
 

長野県では、野生鳥獣被害対策を地域の特性に合わせ５本柱の対策により進めて

いる。具体的には、①有害鳥獣の捕獲対策、②防護柵、追払い等の防除対策、③廃

果やごみ処理、緩衝帯整備等の集落対策、④実のなる広葉樹植栽等の生息環境対

策、⑤野生鳥獣を山村資源として有効に活用していくための信州ジビエ振興対策の５

つの対策である。 

これら対策を、集落等を主体として、市町村、大学、ＮＰＯ等の専門家等の協力・連

携の下で、複合的かつ総合的に推進し、人と野生鳥獣の緊張感のある共存関係の構

築を目指している。 

 

  ○被害対策予算の状況                             （単位：千円） 

うち信州
モデル

市町村、
対策協議会 10,258 10,258 9,900 103.6

市町村、
対策協議会 2,610 2,610 900 290.0

市町村、
対策協議会 4,532 4,532 3,800 119.3

市町村、
対策協議会 0 0 1,000 0.0

17,400 0 17,400 15,600 111.5
市町村、集落、
所有者等 500 500 9,509 5.3

市町村、集落、
所有者等 3,258 1,050 2,208 2,650 122.9

市町村、集落、
農家等 24,500 24,500 27,000 90.7

市町村、集落、
所有者等 0 0 3,053 0.0

県 4,000 4,000 2,000 2,000 3,273 122.2

32,258 4,000 3,050 29,208 45,485 70.9

県 1,549 1,549 1,826 84.8

県 754 754 1,131 66.7

県 3,100 3,100 3,100 100.0

県 135 0.0

市町村 58,074 58,074 34,161 23,913 47,500 122.3

63,477 58,074 34,161 29,316 53,692 118.2
113,135 62,074 37,211 75,924 114,777 98.6

県 5,435 5,435 2,500 2,935 2,593 209.6

118,570 67,509 39,711 78,859 117,370 101.0

生息環境対策 別途、森林整備予算（主には強度間伐を通じたナラ等の広葉樹の育成）

捕
獲
対
策

防
除
対
策

集
落
対
策

野生鳥獣被害
対策支援チーム

野生鳥獣被害
対策研究

鳥獣被害防止
緩衝帯整備事業

小計

集落リーダー養成

事
業
名

国庫

H18予算（案）

合計（Ａ）

信州ジビエ振興対策
(食肉衛生の基準づくり等）

(A) ＋（Ｂ）

総合的な集落
づくり支援
追払い・

造林木保護支援

緊急パトロール
チームの活動
先進的被害
防除対策事業

小計

鳥獣保護管理
人材養成事業

電気柵等の設置

小計

広域駆除班
の編成

クマ学習放獣
の支援

捕獲用檻等の
購入支援

捕獲（シカ、サル、
イノシシ）支援

内　　容 備考
H17

当初予算
対前年比

(%)計
一般財源
等

事業主体
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3.2 特定鳥獣保護管理計画による鳥獣の管理 

 

3.2.1 計画の概要 
特定鳥獣保護管理計画は、地域的に著しく増加している種等について、種の維持を

図りつつ、農林業被害の軽減等を図るための鳥獣の管理であり、都道府県が任意で策

定している制度である。 

管理計画は、シカやイノシシ等の地域的に著しく増加している種、又はクマ等の地域

的に著しく減少している種を対象に策定し、以下について、目標及び方法を定めることと

している。 

計画を策定した場合は、野生鳥獣の数の把握や生態のモニタリングを行うことにより、

猟期の延長、狩猟禁止・制限の解除あるいは緩和について、知事が措置を講ずることが

できる。 

 

【計画内容】 

① 個体数の管理  年間捕獲数の設定 等 

② 被害防除対策の実施  防護柵の設置、忌避剤の塗布 等 

③ 生息環境の保全、生息環境の整備  実のなる木の植栽 等 

④ その他 

 

 

 

（個体数管理、生息環境管理、被害防除対策等）

出典：環境省 インターネット自然研究所 資料 
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3.2.2 地方自治体の特定鳥獣保護管理計画策定状況 

 出典：農林水産省 
（鳥獣による農林水産業被害対策に関する検討会資料（平成 17年 4月）） 
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3.3 特定外来生物等の被害対策の現状 

 

海外から我が国に導入された後、我が国を生育地とする生物が増加している。これら

のうち、生態系等に係る被害を及ぼし、又は及ぼすおそれがある生物が「特定外来生

物」として特定外来生物による生態系等に係る被害の防止に関する法律（平成 16年法

律第 78 号）に基づく政令で定められている。 

タイワンザル、ヌートリア、アライグマなど特定外来生物は、その飼養等は原則として

禁止され、また、平成 17 年６月１日より規制が開始された特定外来生物 37 種類のうち

既に国内に定着しかつ防除事業が実施されていた 20 種類について公示により防除対

策が行われている。 

平成 18 年 2 月 1 日から、第一次指定種のうち残る 17 種類と第二次指定種 43 種類

全てについて、公示により防除の対象、区域、期間、内容等が定められ、外来生物への

対策が強化されている。 

 

（表） 特定外来生物による生態系等に係る被害の防止に関する法律により 
規制される生物のリスト（哺乳類抜粋） 

 

分類群 目 特定外来生物 

カンガルー目 フクロギツネ 

モグラ目 ハリネズミ属の全種 

霊長目(サル目) タイワンザル、カニクイザル、アカゲザル、 

ネズミ目 ヌートリア、クリハラリス（タイワンリス）、タイリクモモンガ、ト

ウブハイイロリス、キタリス、マスクラット （注） 

食肉目（ネコ目） アライグマ、カニクイアライグマ、アメリカミンク、ジャワマ

ングース 

哺乳類 

偶蹄目(ウシ目) アキシスジカ属の全種、シカ属の全種、ダマシカ属の全

種、シフゾウ、キョン （注） 

（注）日本古来種は除く。 
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3.4 農林水産省における被害対策について 

 

農林水産省では、被害防止のための技術開発を行うとともに、各地域で取り組む侵入

防止柵の設置等に対し支援を行っている。 
また、新規事業として、環境省と連携の下、県域をまたがる地域を対象に、地域参加

型鳥獣害情報マップの作成とこれを活用した総合的防除技術体系の確立を推進する事

業を実施し、鳥獣害対策を推進することとしている。 

担
当 

 事 業 名  18年度
 予算額

 事   業   内   容 

 鳥獣害防止広域対策の確立 
   広域連携産地競争力強化支援事業 
                            
 
   農業競争力強化対策民間団体事業 
                             

 
    5,829
  の内数
 
    1,495
   の内数

 ・県域をまたがる広域地域において、環境省による広域分布型鳥獣 
 保護管理指針の策定と連携し、以下の対策を総合的に推進 
  ①地域参加型鳥獣害情報マップの作成 
  ②鳥獣害総合的防除技術体系の確立 
 
 ・イノシシ接近警戒システムの構築 

 
 生 
 
 産 
 
 局 

 強い農業づくり交付金    40,506
   の内数

 

 畑地帯総合整備事業 
                             ［公共] 

  37,590
   の内数

 農村総合整備事業 
                            ［公共］ 

   2,467
の内数

農村振興総合整備事業  
[公共］ 

6,768
の内数

 
 
 農 
 村 
 振 
 興 
 局 

元気な地域づくり交付金    41,526
   の内数

 
    ・事業の一メニューとして、被害防止施設の整備 
    ※一部の事業は省略している 

 森林環境保全整備事業(調査費除く) 
                        ［公共］ 
 森林居住環境整備事業 
                          ［公共］ 

   39,765
   の内数
   11,000
   の内数

 ・適切な森林の整備を行うために必要な場合に、防護柵の設置や忌 
 避剤の散布等の付帯施設の整備 

 強い林業・木材産業づくり交付金     6,990
   の内数

 ・特用林産物（しいたけ、タケノコ等）への被害を防止するための 
 防護柵等の設置 

 森林づくり交付金 
          

    3,695
   の内数

 ・防護柵の設置、テープ巻・トタン巻の実施、誘導型捕獲装置の設 
 置、新たな防除技術の開発・普及、防除・捕獲技術者の養成、広域 
 的な駆除活動、監視・防除体制の整備等 
 ・NPO等による里山等での広葉樹の植栽など森林づくり活動の支援

 野生鳥獣被害広域防除対策推進調査事業 
                             

       17  ・県域をまたがる広域的な地域などにおいて、 
 ①広域的な被害防除計画の策定 
 ②鳥獣害防止施設のトータルコスト低減等の検討 
 ③堅果類の結実予測等の調査 を実施 

 
 
 
 
 
 
 林 
 
 
 
 野 
 
 
 
 庁 

 野生鳥獣被害の軽減に資する森林整備 
 の効率的推進手法開発調査 
                 ［公共］ 

       12  ・野生鳥獣の生息動向、森林整備による生息分布の変化等を調査・ 
 分析し、防護柵設置箇所の選定方法の開発 
 ・森林被害発生の予測手法開発調査など、効果的な森林整備推進の 
 ためのマニュアルを作成 

 水 
 産 
 庁 

 健全な内水面生態系復元等推進事業 
                  

     322
   の内数

 ①広域的なカワウ被害対策を支援 
 ②カワウ食害にあいにくいアユ放流手法の開発 

 
 試 
 験 
 研 
 究 
 機 
 関 

 農 
 林 
 水 
 産 
 技 
 術 
 会 
 議 

 先端技術を活用した農林水産研究 
 高度化事業 
 ・イノシシの生態解明と農作物被 
 害防止技術の開発 
 （Ｈ１５採択課題） 
 ・獣害回避のための難馴化忌避技 
 術と生息適地への誘導手法の開 
 発（Ｈ１７採択課題） 

    4,872
   の内数

 
 
 ・最新のGPSテレメトリ技術（GPSを利用した自動追跡技術）を活用 
 したイノシシの生態・行動特性の解明及び軽減手法の開発等 
 
 ・動物の側に馴れが生じにくい効果的な忌避技術の開発、野生動物 
 を本来の生息域へ誘導する手法を確立しマニュアル化 




